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研究要旨 

HIV 感染症の治療を成功させるためには、患者の服薬アドヒアランス大切であり、抗

HIV 療法開始後のモニタリングとフォローアップを行う体制が必要である。すなわち、治

療におけるインフォームド・コンセントは１回で完結するわけではなく、患者と医療者が

繰り返しコミュニケーションをとりあって進めていくことが重要である。 

このため、我々は ICT ツールによる患者医療者間の遠隔服薬支援ネットワークを作成

し、12 週間の使用を行った。使用後に患者・医療者双方にアンケート調査を行い、このシ

ステムの有用性を評価した。結果としてツールを使用した HIV 感染者の全員が「医療者に

見守られていることに安心感があった」、対面診療ではできなかった質問ができたり、服

薬忘れに対応できるなどの利点があった。今後服薬アドヒアランスについては直接評価項

目の設定などにより評価されることも期待される。 

 ICT ツールによる HIV 感染者の遠隔診療支援は、対面診療を補う重要な役割が認めら

れた。 

 

A. 研究目的 

現在、院内外において医師、薬剤師、看

護師などの多職種連携により HIV 感染症

の病態や薬物治療等の患者教育は充実しつ

つある。多くの施設では HIV 患者ケアを

行う専門的なスキルを有する看護師・薬剤

師をはじめとした多職種による患者の問題

解決を行う診療体制が運用されている。と

はいえ治療のため毎日必ず決まった時間に

服用する経口抗 HIV 薬の服薬管理は自身

に委ねられており、患者自身の病識理解や

背景（家族・友人などの協力を得にくく、

孤立化しやすい）多忙（海外への長期出

張）など、アドヒアランスを悪化させる複

合的な要因が存在している。 

そこで、試験的に治療中の患者と医療従

事者とのコミュニケーションにインターネ

ットを利用した ICT を導入し、遠隔から

服薬状況や副作用発現等の把握を含む服薬

支援と強制力を伴わない対応を行うこと

で、患者自身のセルフマネジメント力をサ

ポートすることでアドヒアランス向上が図

れるかどうかを検証する。医療専用 Social 

Network Service (SNS)は総務省の実証実

験でも有効性が示唆され、医療介護総合確

保法による東京都の補助による閉鎖型

SNS を用いた情報共有ネットワークの導

入が進行している。メディカルケアステー



ション（Medical Care station：MCS）は

医療従事者と患者によるコミュニケーショ

ンの視点から、今回は試験的に新たな HIV

治療支援のしくみを構築するきっかけとな

ることが目的である。 

 

B. 研究方法 

HIV 感染症被検者 10 名を対象として、

ICT ツールを医師より提供、被検者が 12

週間利用する事で治療のアドヒアランスの

向上を検証した。医師以外の医療従事者や

患者家族・友人などの本人以外は利用でき

ないこととした。

 

HIV の薬物治療については、日本での抗

HIV 治療ガイドライン（www.haart-

support.jp/guideline.htm）、米国

DHHS、IAS-USA で推奨される薬物療

法、かつ、日本で承認され、順天堂医院に

て採用されている抗 HIV 薬を対象とし、

研究開始前より継続している治療および研

究開始時から始めた治療ともに、原則、研

究期間中を通じて継続した。 

本研究は、対象被検者による HIV の薬

物治療において被検者全員が経口投薬治療

を 12 週間経過した時点で終了し、その内

容について検証した。 

 

C. 研究成果 

12 週間経過時に順天堂医院に通院する 5

名の HIV 感染症被検者とツールを利用し

た 6 名の医師に対してアンケート調査を行

った。順天堂医院に加え新宿東口クリニッ

クに通院する HIV 感染症被験者 5 名、医

師 1 名に対して実施した。 

その結果、「服薬状況を見守られている

安心感があった」との返答が最も多かっ

た。中でも 5 名は、実際に飲み忘れや間違

いに自身で気付き適切な対応ができてい

た。さらに、1 名は、飲み忘れや間違いに

医療者が気付き、適切な対応を指示されて

いた。このツールを使用することにより、

抗 HIV 薬のアドヒアランス向上に繋がる

ことが示された。 

 これに対し、「運動習慣の確認」や「食

生活の確認」の機能については、患者側か

らの評価は低かった。また、「飲酒状況の

確認」や「喫煙状況の確認」においては、

「とても役立った」が 0 名、「やや役立っ

た」との回答が 1 名という状況であり、有

用性に乏しいと考えられた。 

 このツールを利用した医師の全員が「服

薬状況を随時確認できる安心感があった」

と回答した。しかしながら、患者と同様

に、「運動習慣の確認」や「食生活の確

認」の機能の有用性を評価する医師は少数

であった。  

 

D. 考察 

 今回のツールを利用した患者の全員が、

「医療者に見守られていることに安心感が

あった」と回答しており、コミュニケーシ

ョンツールとしての有用性は高いと思われ

る。また、半数が「診断では相談しにくい

内容を気軽に相談できた」と回答した上

で、「相談した結果、良いアドバイスをも



らえた」、「治療の指導や服薬の指導を理解

するきっかけとなった」と回答しており、

対面診療のサポートツールとして有意義で

あることが示された。これに反して、この

ツールにより「診断では相談しにくい内容

を気軽に相談できた」が実践できていたと

思っていた医師は 0 名であり、患者と医師

の見解で乖離があった。医師側からは有用

と思われていなかったアドバイス機能が、

患者側からは評価されており、今後のコミ

ュニケーションツールの改善に役立つ知見

と思われる。 

  

E. 結論 

ICT を利用したコミュニケーションツー

ルを HIV 感染者と医師間で用いることに

より、多くの感染者の安心感が得られるこ

とがわかった。また、対面診療では質問で

きにくいことも聞けるとの利点もあった。

服薬アドヒアランス向上の可能性も示され

ており、今後は直接評価項目の設定等によ

る評価システムの向上と大規模な実践が期

待される。 
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